
港湾法（抜粋） 

（定義）  

第二条第三項 この法律で「港湾区域」とは、第四条第四項（第九条第二項及び第三

十三条第二項において準用する場合を含む。）の規定により認可があつた水域

をいう。  

第二条第四項 この法律で「臨港地区」とは、都市計画法 （昭和四十三年法律第百号）

第二章 の規定により臨港地区として定められた地区又は第三十八条の規定に

より港湾管理者が定めた地区をいう。  

第二条第五項第九号 港湾公害防止施設 汚濁水の浄化のための導水施設、公害防止

用緩衝地帯その他の港湾における公害の防止のための施設  

第二条第五項第九号の三 港湾環境整備施設 海浜、緑地、広場、植栽、休憩所その

他の港湾の環境の整備のための施設  

 

（港湾計画）  

第三条の三 国際戦略港湾、国際拠点港湾又は重要港湾の港湾管理者は、港湾の開発、

利用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保全に関する政令で定める事項に

関する計画（以下「港湾計画」という。）を定めなければならない。  

 

（地方港湾審議会）  

第三十五条の二 港湾管理者としての地方公共団体の長（当該地方公共団体に

前条第一項の委員会が設置されているときは、その委員会）の諮問に応じ、

当該港湾に関する重要事項を調査審議させるため、国際戦略港湾、国際拠点

港湾又は重要港湾の港湾管理者としての地方公共団体に、地方港湾審議会を

置くものとし、地方港湾の港湾管理者としての地方公共団体に、必要に応じ、

条例で定めるところにより、地方港湾審議会を置くものとする。  

２  地方港湾審議会の名称、組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。  

 

（港湾環境整備負担金）  

第四十三条の五 国土交通大臣又は港湾管理者は、その実施する港湾工事（国土交通

大臣の実施する港湾工事にあつては、港湾施設を建設し、又は改良するものに

限る。）で、港湾の環境を整備し、又は保全することを目的とするもの（公害

防止事業費事業者負担法 （昭和四十五年法律第百三十三号）第二条第二項 に

規定する公害防止事業であるものを除く。）が、港湾区域又は臨港地区内にあ

る工場又は事業場についてその環境を保全し、又はその立地若しくはその事業

活動に伴う当該工場若しくは事業場の周辺地域の生活環境の悪化を防止し、若

しくは軽減することに資するときは、政令で定める基準に従い、国土交通大臣

にあつては国土交通省令で、港湾管理者にあつては条例で、当該工場又は事業

場に係る事業者に、当該港湾工事に要する費用の一部を負担させることができ

る。  



２  国土交通大臣又は港湾管理者は、前項の規定により負担させようとするときは、

あらかじめ、国土交通大臣にあつては交通政策審議会、港湾管理者にあつては

地方港湾審議会の意見を聴かなければならない。  

３  国土交通大臣は、第一項の規定により納付された負担金の額に第五十二条第二

項に規定する負担割合を乗じて得た金額に相当する額の同項の規定による負担

金を、同項の規定により費用を負担した港湾管理者に還付するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



港湾法施行令（抜粋） 

 

（港湾計画）  

第一条の四 法第三条の三第一項 の政令で定める事項は、次のとおりとする。  

一  港湾の開発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保全の方針  

二  港湾の取扱貨物量、船舶乗降旅客数その他の能力に関する事項  

三  港湾の能力に応ずる水域施設、係留施設その他の港湾施設の規模及び配置に関

する事項  

四  港湾の環境の整備及び保全に関する事項  

五  港湾の効率的な運営に関する事項  

六   その他港湾の開発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保全に関する重

要事項  

 

（港湾環境整備負担金の負担の基準）  

第十五条の五  法第四十三条の五第一項 の政令で定める基準は、次に掲げるものと

する。 

一  法第四十三条の五第一項 の規定による負担金（以下この項において「港湾環境

整備負担金」という。）を負担させる事業者は、次に掲げる者とすること。た

だし、国土交通大臣等（当該港湾工事を実施する国土交通大臣又は港湾管理者

をいう。以下この条において同じ。）が公益上その他の事由により港湾環境整

備負担金を負担させることが不適当であると認める国、地方公共団体その他の

者を除くものとする。 

イ  当該港湾工事の完了した日に現に負担区域内にある工場又は事業場であつて、

当該工場又は事業場の負担区域内にある敷地（水面を含む。以下同じ。）の面

積の合計が一万平方メートル（国土交通大臣等が、当該港湾に係る工場又は事

業場の種類、規模等を考慮して五千平方メートル以上一万平方メートル未満の

範囲内でこれと異なる面積を定めたときは、当該面積。ロにおいて同じ。）以

上であるものに係る事業者 

ロ  当該港湾工事が港湾施設を建設し、又は改良する工事である場合にあつては、

イに掲げる事業者のほか、当該港湾工事の完了した日後十年間に負担区域内に

おいて、その敷地の面積の合計が一万平方メートル以上となつた工場又は事業

場に係る事業者  

二  港湾環境整備負担金の額は、イに掲げる額にロ(一)若しくは(二)又はハに掲げ

る割合を乗じて得た額に相当する金額（国土交通大臣等が公益上その他の事由

により必要があると認めてその金額を軽減した金額を定めたときは、当該金額）

とすること。  

イ 当該港湾工事に要する費用の額に二分の一の割合（港湾管理者が当該港湾工事

の種類、規模等を考慮して二分の一未満でこれと異なる割合を定めたときは、



当該割合）を乗じて得た額 

ロ 当該港湾工事が港湾施設を建設し、又は改良する工事である場合にあつては、

次に掲げる割合 

(一) 当該港湾工事の完了した日に現に負担区域内にある工場又は事業場の敷地の

面積の合計に負担区域内における工場又は事業場の設置予定区域の面積とし

て港湾管理者が定める面積を加算した面積（(二)において「工場等敷地面積」

という。）に対する前号に規定する事業者の工場又は事業場の負担区域内にあ

る敷地の面積（既に当該港湾工事に係る港湾環境整備負担金の負担の対象とな

つた敷地の面積を除く。）の合計の割合 

(二) 当該港湾工事の完了した日後十年間に前号に規定する事業者が工場又は事業

場の敷地の面積を増加した場合にあつては、工場等敷地面積に対する増加後の

当該工場又は事業場の負担区域内にある敷地の面積（既に当該港湾工事に係る

港湾環境整備負担金の負担の対象となつた敷地の面積を除く。）の合計の割合 

ハ 当該港湾工事がロに掲げる工事以外の工事である場合にあつては、当該港湾工

事の完了した日に現に負担区域内にある工場又は事業場の敷地の面積の合計

に対する前号に規定する事業者の工場又は事業場の負担区域内にある敷地の

面積の合計の割合 

２  前項の負担区域は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める区域とす

る。  

一  当該港湾工事が港湾公害防止施設（公害防止用緩衝地帯に限る。）及び港湾環境

整備施設並びにこれらの敷地に係る工事である場合 当該港湾における土地

の利用状況、自然条件等を考慮して、一体的にその環境を整備し、又は保全す

る必要がある区域として、あらかじめ、国土交通大臣等が臨港地区（予定埋立

区域を含む。）を区分して定めた区域のうち、当該港湾工事が実施された場所

を含む区域及び当該区域以外の区域であつて国土交通大臣等が指定するもの 

二  当該港湾工事が前号に掲げる工事以外の工事である場合 港湾区域及び臨港地

区（港湾区域の形状等により、港湾工事が当該港湾区域及び臨港地区の一部の

環境を整備し、又は保全するものである場合にあつては、国土交通大臣等が指

定する一部の水域及び地域）  

 

 

 

 

 


